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１．本検討委員会の目的
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持続可能な社会の仕組み作り

企業の環境配慮促進の仕組み

◆環境取組に優れた企業や努力している企業が適切に評価され報われるには、

Ⅰ． 持続可能な社会の実現のためには、環境

経営の普及が不可欠。

Ⅱ． 企業の環境取組を評価するためには、環境

情報を適切に開示することが必要。

Ⅲ． 企業価値における環境側面の評価には、

評価方法の確立が必要。

Ⅳ． 環境に優れた企業が報われる（お金が集ま

る）には、消費者・投資家などが環境経営を正しく

理解し、消費や投資を実行することが大事。

⇒環境に努力する企業の価値が高まり、更なる

取組に繋がる好循環（仕組み）となる。

企業の環境経営が促進される仕組み

企業の環境取組が適切に情報開示さ
れる仕組み

環境取組に優れた企業や努力している
企業が報われる仕組み

環境経営の取組

環境に配慮した
消費・金融

環境経営の評価

環境情報開示
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３つの仕組みが、
社会全体として
有効に機能する
ことが必要

更なる理解
と普及が必
要

持続可能な社会



後進企業

先進企業

標準企業

環境経営の展開

成長戦略と環境経営の推進

 環境分野を成長させていくためには、既存の環境配慮型でない製品のマーケット

シェアを環境配慮型製品に転換していくことが必要。

 環境取組の先進企業から他の企業へと取組が波及すると効果的。

 環境経営を各国と協力して進めて行くことが、地球環境保全のためには必要。
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売上

環境

国内 海外

売上

環境

国内 海外

環境配慮製品の展開

グリーン

マネジメント
の
潮流

第18回アジア太平洋首脳会議（APEC） ＡＰＥＣ首脳の成長戦略（仮訳）より一部抜粋
５つの成長の特性
持続可能な成長 ： 我々は，環境の保護及びグリーン経済への移行のための世界的な取組に整合的な成長を追求する。

「ＡＰＥＣエコノミーは、環境への負の影響を最小化しつつ、増大するエネルギー需要を満たすという重大な課題に直面している。我々は、この分野で
の課題を政策的に解決しなければ、強固で環境面で持続可能な経済成長を確保することは困難であろうとの見解を共有する。」

「ＡＰＥＣエコノミーは、持続可能な成長を達成し、気候変動に対処するための重要な手段としての市場に基盤を置いた仕組みを導入することを含め、
新たなグリーン産業及びグリーン・ジョブを奨励すべきである。ＡＰＥＣは、環境を保護しながら経済成長を維持する低炭素社会の構築を支援すべきで
ある。」

「気候変動のもたらす影響への適応も極めて重要である。洪水や干ばつなど水関連のリスクを含む水問題は、気候変動の結果として増加傾向にあり
、これは食料安全保障、人間の健康及び淡水資源に負の影響を及ぼし得る。各エコノミーの異なる状況に応じ、異なった適応手段が必要とされる。」



○企業経営における環境に優れた取組や環境
への努力が適正に評価され、その企業が報わ
れる仕組みを作るために有用な環境情報開示
のあり方を検討する。

○企業の環境経営・環境情報開示が促進され
るための施策について検討する。

※環境報告ガイドライン、環境会計ガイドラインの改訂に向け、現状の課題
と改訂の方向性も確認する。
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本検討委員会の目的



２．現状と課題
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作成企業割合

16 . 0

20 . 0
21 . 9

26 . 6

31 . 7

34 . 7

37 . 8
35 . 9

38 . 3
35 . 9

6 . 5 7 . 4
9 . 8

0%

10%

20%

30%

40%

50%

H9年度 H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度

環境報告書作成企業数の推移

27 . 0

22 . 2

35 . 4

41 . 6

34 . 0

24 . 5

40 . 3

63 . 0

64 . 2

46 . 2

22 . 8

12 . 8

11 . 7

10 . 4

1 . 2

0 . 3

1 . 6

1 . 2

2 . 0

2 . 1

4 . 5

6 . 0

12 . 3

32 . 2

47 . 6

61 . 7

44 . 8

15 . 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50億円未満

(N=67)

50億～100億円

未満(N=94)

100億～500億円

未満(N=611)

500億～1千億円

未満(N=298)

1千億～5千億円

未満(N=429)

5千億～1兆円

未満(N=81)

1兆円以上

(N=100)

環境報告書を作成・公表 ＣＳＲ報告書等の

一部として作成

環境報告書は

来年は作成・公表予定

ＣＳＲ報告書等の一部と

して来年は作成・公表予定

作成していない 回答なし

環境報告書の作成状況（売上高別）

環境報告書・環境会計の現状

27 . 0

26 . 6

25 . 4

9 . 6

12 . 2

9 . 1

51 . 0

52 . 3

55 . 3

9 . 2

10 . 7

9 . 8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成21年度

(N=3,036)

平成20年度

(N=3,028)

平成19年度

(N=2,819)

既に導入　 検討している　 検討していない　

環境会計を知らない　 回答なし　

環境会計の導入状況

8 . 1

16 . 2

30 . 2

47 . 1

60 . 7

6 . 1

9 . 1

12 . 9

10 . 8

9 . 0

9 . 8

56 . 3

64 . 4

66 . 5

51 . 6

39 . 0

28 . 1

23 . 2

28 . 6

23 . 9

7 . 9

5 . 3

9 . 0

67 . 0

3 . 6

2 . 5

2 . 2

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50億円未満

(N=245)

50億～100億円

未満(N=247)

100億～500億円

未満(N=1,181)

500億～1千億円

未満(N=450)

1千億～5千億円

未満(N=520)

5千億～1兆円

未満(N=89)

1兆円以上

(N=112)

既に導入している 検討している　 検討していない　

環境会計を知らない　 回答なし　

環境会計の導入状況（売上高別）
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（出所）環境省 「環境にやさしい企業行動調査結果（平成21年度における取組に関する調査結果）」



環境ビジネスの状況

31 . 2

29 . 1

28 . 2

25 . 2

22 . 7

21 . 2

19 . 8

8 . 9

6 . 3

7 . 7

12 . 5

1 . 4

0% 20% 40%

消費者等の意識・関心がまだ低い

組織内でアイデアやノウハウが不足

追加的な投資を考えるとリスクが高い

市場規模が分からない

関連する情報が十分に入手できない

現状の市場規模では採算が合わない

国等の支援が不十分

経営資源に余裕がない

消費者やユーザーに信頼してもらえない

その他

特に問題なし

回答なし N=2,449

環境ビジネス進展における問題点
（複数回答）

62 . 7

50 . 8

41 . 6

28 . 1

26 . 3

21 . 4

19 . 1

19 . 0

14 . 5

5 . 3

2 . 0

0% 20% 40% 60% 80%

税制面での優遇措置

環境ビジネスに関する情報提供

消費者・ユーザーの意識向上のための啓発活動

新たな市場づくり

規制緩和

環境ビジネスの客観的評価制度の確立

環境ビジネスのためのネットワークづくり

低利融資等の融資制度の拡充

環境ビジネスに関する相談窓口の設置

その他

回答なし N=2,449

環境ビジネス進展のために行政に望む支援
（複数回答）

41 . 6

42 . 1

39 . 4

4 . 1

4 . 2

4 . 0

16 . 5

16 . 6

18 . 7

18 . 5

17 . 2

18 . 4

18 . 9

18 . 7

18 . 8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成21年度

(N= 3 , 0 3 6 )

平成 20年度

(N= 3 , 0 2 8 )

平成 19年度

(N= 2 , 8 1 9 )

既に事業を展開、又はサービス等の提供を行っている

今後、事業展開をする、又はサービス・商品等の提供を始める予定がある
現状では何もしていないが、今後取り組みたい

今後も取り組む予定はない
よくわからない

回答なし

環境ビジネスの位置付け

48 . 6

49 . 3

48 . 4

16 . 0

15 . 7

16 . 0

12 . 5

11 . 1

13 . 9

22 . 0

22 . 5

20 . 6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成21年度

(N=2,253)

平成20年度

(N=2,270)

平成19年度

(N=2,137)

実施している　　 主要な子会社のみ　　

検討中　　 実施することは考えていない　　

回答なし　　

子会社の環境配慮の取組に
関する指導の状況

9（出所）環境省 「環境にやさしい企業行動調査結果（平成21年度における取組に関する調査結果）」



環境マネジメントシステムの状況
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H8年度 H9年度 H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度

上場企業 非上場

ISO14001の認証取得状況の推移

16 . 3

19 . 8

29 . 2

32 . 9

34 . 8

33 . 7

34 . 8

20 . 8

22 . 3

34 . 6

39 . 8

43 . 8

51 . 7

47 . 3

9 . 0

9 . 7

5 . 2

2 . 9

6 . 5

6 . 9

6 . 5

6 . 2

4 . 5

11 . 4

9 . 7

7 . 5

5 . 6

6 . 5

4 . 5

5 . 4

35 . 1

30 . 0

16 . 1

12 . 2

9 . 0

5 . 6

5 . 4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50億円未満

(N=245)

50億～100億円

未満(N=247)

100億～500億円

未満(N=1,181)

500億～1千億円

未満(N=450)

1千億～5千億円

未満(N=520)

5千億～1兆円

未満(N=89)

1兆円以上

(N=112)

全社（全事業所）で

認証を取得した

一部の事業所で認証を取得した 今後認証を取得する予定

ＩＳＯに基づくシステムは

構築、認証を取得する予定なし

ＩＳＯ規格以外に

システム構築

関心はない

回答なし

ISO14001の認証取得状況（売上高別）

83 . 9

81 . 6

67 . 7

60 . 1

46 . 1

28 . 5

1 . 7

2 . 5

0 . 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

目標管理の徹底による環境負荷低減

社員の意思統一による環境の意識向上

省資源・省エネルギー等によるコストの削減

対外的信用の向上

内部、外部コミュニケーションが円滑になった

組織のブランド価値向上

その他

メリットがなかった

回答なし N=1,925

ISO14001の認証取得による効果（複数回答）
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（出所）環境省 「環境にやさしい企業行動調査結果（平成21年度における取組に関する調査結果）」

「環境にやさしい企業行動調査」の概要

各社の平成21年度における取組について平成22年8月～9月にかけてアン
ケート調査を実施。

（１）調査対象
・東京、大阪及び名古屋証券取引所1部及び2部上場企業 2,415社
・従業員500人以上の非上場企業及び事業所 4,282社
・合計 6,697社

（２）有効回答数
・東京、大阪及び名古屋証券取引所1部及び2部上場企業 1,142社（47.3％）
・従業員500人以上の非上場企業及び事業所 1,894社（44.2％）
・合計 3,036社（45.3％）



環境経営・環境情報開示の促進に向けた課題等

•売上１，０００億程度以上の企業においては、環境経営や環境報告書の作
成は普及しているが、更なる質の向上、取組の促進や、情報開示の自由度
と利用価値の高い情報開示との両立が課題。

•売上１，０００億程度未満の企業においては、環境経営の更なる促進と環
境情報開示の普及が課題。

•環境経営や環境情報開示の促進には、人材育成が重要。
※環境情報の開示をしない理由として、「情報収集が出来ていない」、 「情報がわからない」及び「人材を確保できない」をあげる企業が
それぞれ４５．５％、１８．３％及び１６．２％と多数を占めている。（ 環境省「環境にやさしい企業行動調査結果（平成21年度における取組
に関する調査結果）」）

•環境経営が普及するには、先駆的な取組をしている企業から取引先など
他の企業へと、環境経営の取組が波及していくことが効果的。

•各国における環境経営の取組や環境情報開示の動向を踏まえながら、他
国と協調しつつ、我が国が率先して持続可能な発展に向けた仕組みを構
築していくことが重要。
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各ガイドラインの改訂に向けた課題と検討のポイント

•環境情報と経営戦略との関連性を前面に押し出した記載により、企業の
環境経営に係る考え方や将来像を読み手に伝えることは可能か。

→企業が経営戦略として取り組む環境経営の将来像を示唆する。

•環境情報から企業価値の向上を想起させる開示は可能か。
→環境負荷低減に意欲的に取り組むことでリスク回避とチャンス獲得を図り、企業の持続可能な価値の

向上につながることを示す。

•企業活動による環境影響や環境取組を適切に開示し、優れた環境成果や
環境取組への努力を示すことは可能か。

→真の環境経営の概念を示し、環境経営の度合いを測るための情報開示とする。

•環境情報に係るガイドラインについて、国際的に認識を共有することは可
能か。

→グローバルでの動向に配慮しつつ、他国にも受け入れやすいガイドラインにすることにより、日本として
の考えを世界に発信し、かつ理解を図っていく。

•企業の環境情報開示を促すため、環境情報においてコアとなる情報を特
定することは可能か。

→大規模な企業でなくとも、分かりやすく容易に取り組め、かつ経営者に環境経営を促すような開示のあ
り方を目指す。
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３．企業の環境経営について
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企業価値と環境配慮

企業は自らの存在価値を高め、かつサステナブルであるために、本業とと

もに社会貢献・労働・環境などへの取組を行う。

企業価値を適正に評価するには、社会貢献・労働・環境など多面的に企業

活動を評価する必要がある。

【企業評価とサステナビリティ】

•社会のニーズに応え、付加価値を創出すること
に企業の存在意義がある。

•企業の付加価値の創出能力には、経済的な付
加価値（成果）ばかりでなく、潜在的に付加価値
を生み出す能力も含まれる。

•潜在的付加価値の要素には、社会貢献・労働・
環境などが含まれ、それらは企業へのステーク
ホルダーからのレピュテーションにつながる。そ
の結果、企業としての経済的な付加価値創出能
力も高まると考えられる。

•それゆえ、企業価値（付加価値創出能力）の適
正な評価には、社会貢献・労働・環境などサステ
ナブルな観点に立った評価が不可欠である。

社会
貢献

労働 環境

経済

ガバナンス手段

成果

潜在的
付加価値

消費者 株主 従業員 取引先

公的
機関

地域
社会

ＮＰＯ
ＮＧＯ

環境部分経済的な付加価値

⇒本検討会では、企業経営のうち環境部分の情
報開示のあり方を検討する。
※環境情報には、経営理念、環境取組、環境に係るガバナン
ス・体制など企業の環境取組に係る情報のすべてを含む。
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